
最低賃金引き上げの
たたかい

　1973年に地方自治の民主的発展と住民生活の向上を目的として設立。創設に深く関わった宮本憲一氏（大阪市立大
学名誉教授）らの地方自治研究の拠点づくりを機に、戦後の自治研運動の広がりを受け、大阪における地方自治の民
主的確立、住民生活の向上、総合的な調査研究の必要性から発足させ、地方自治研究の拠点として自治体問題研究所
の創設につながりました。

大阪自治体問題研究所の
発足

今月のキーワード今月のキーワード今月のキーワード今月のキーワード 　最低賃金は、「労働者の生計費」「労働者の賃金」「通常の事業の支払能力」の３要素と物価の動向から中央・地方
の最低賃金審議会（公益・労働者・使用者の同数委員で構成）が審議して決定。毎年７～８月に国が目安を提示、そ
れをふまえ各都道府県ごとに地域の実情を考慮して額が改定され、すべての労働者に適用されます（公務員は適用除
外）。全労連は全国一律・今すぐ時給1700円への引き上げを要求してたたかっています。

３ 2026年８月５日　第425号　おおさか自治体の仲間 おおさか自治体の仲間　2026年８月５日　第425号 ２
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「公共の担い手の現状、公務公共サービスのあり方」「公共の担い手の現状、公務公共サービスのあり方」

全国から

880人が

第68回 自治体学校 in大阪
18年ぶりに大阪で開催
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残された大屋根リングの一部を前に、
夢洲開発の実相を語る藤永のぶ代さん

午後から約２時間、じっくり話しあいました

「多文化共生の歴史とまちのあり方を考える」「多文化共生の歴史とまちのあり方を考える」

「これが夢洲カジノだ！」「これが夢洲カジノだ！」

近
畿
公
務
共
闘

人
事
院
近
畿
事
務
局
交
渉

夏季重点要求の実現求める夏季重点要求の実現求める
　７月７日、近畿公務共闘（近畿２府４県の国公労
連、自治労連、全教、福祉保育労など公務関係の労
組で構成）が、人事院近畿事務局に対して交渉を行
い、前回（６月23日）提出した夏季重点要求書の検
討状況を改めて求めました。大阪公務共闘からも参
加し、特に公定価格への影響、再任用の一時金格差
是正、非常勤職員の休暇格差是正、駐車場代に係る
通勤手当の自転車通勤への拡大など追及しました。
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　７月17日、大阪地方最低賃金審議会「意見書提
出行動」に、大阪自治労連、大阪衛都連として
「生計費原則に基づいた、大阪府の最低賃金の大
幅引き上げ、時間額1700円の早期実現と全国一律
最低賃金制度を求める意見書」を提出しました。
中央審議会で使用者側から引き上げに厳しい意見
が出されてい
ます。生計費
原則に基づ
き、だれも取
り残させない
賃上げと同時
に、中小企業
の支援を訴え
ました。

大幅賃上げと中小企業支援を大幅賃上げと中小企業支援を
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仁
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た

大阪労連全体で237団体の意見書、
最賃署名は累計で個人10546筆、団
体385筆を提出

◀ 全体会で司会を務めた吹田
市職労の川渕さん（右）

１日目の畠山さんの講演に通じるものとなりました


